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安岡(2006)(2007b)、Fanti and Gori(2007b)によって分析された世代重複モデルに、Daveli and Tabellini(2000)、





















tn ）から効用を得る。なお、変数右上添え字e は被用者、添え字u は失業者、変数の
右下添え字t （ 1t  ）はt 期（ 1t  期）をあらわすとする。 
 育児には、育児コストm （定数）がかかるものとする3。 
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ts は被用者の貯蓄、 tw は賃金、 1tr は利子率である。な
お、 ut は失業給付のための所得税率であり、 0ut  を仮定する。 
これを解くと、 
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                                                                   (5) 
 1ut t ts p p                                                        (6) 










企業は、利子率 tr と、賃金 tw を所与として利潤を最大化する。 
Max    
1
1t t t t t t t tAK l L w l L r K
                                          (7) 
tK は資本ストック、 tL はt 期の人口、 tl は雇用率、  0 1   は生産関数のウェイトパラメータである。
(7)式をt 期の若年期の人口 tL で割り、 
Max  1 1t t t t t tAk l wl r k
                                                  (8) 
を考えても同値である。資本は１期で完全減耗すると仮定する。 tk は一人当たり資本ストックである。利潤最
大化条件から 
 1t t tw Ak l
                                                             (9) 
1 11 t t tr Ak l














Tabellini(2000)にならい、失業したときには、失業給付 1t t t tp x Ak l
     の給付を受ける。 1t t tx Ak l
 
は一人当たり生産であり、それの一定割合 をかけたものが、失業給付となる。労働組合は、企業に雇用され
たときの税引き賃金 1 ut tw と失業したときの失業給付 tp からなる、労働組合員の期待収入からなる次式 
Max      1 1t t ut t t t tl w w l w p                                      (12) 
を賃金 tw について最大化する。 
5 
労働組合は、雇用率の変化が失業給付 tp に及ぼす影響を考えずに行動する
5。ここで、雇用率 tl は、賃金 tw
の関数であることに注意する必要がある6。結果、 
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となるので、最終的に 
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 Fanti and Gori(2007a)が”short run (current) unemployment rate”という文言で示唆するとおり、労働組合は、労働の
需要関数(8)式において、資本ストックが一定で変更できない、いわば短期の労働需要関数を想定している。
Daveli and Tabellini(2000)、Demmel and Keuschnigg(2000)、Fanti and Gori(2007b)、Ono(2007)(2008)なども、暗黙の
うちにそのような仮定をおいている。 
7
 本稿で失業率がこのような形で導出されるのは、失業給付 tp が１人当たり総生産
1










所得税率を ut とおく。なお、本稿では 0ut  を仮定する。失業給付会計は、 
   1 1t ut t t t t t t t tl w L l p L l x L                                          (15) 
となる。これを満たすように、失業給付 tp が内生的に決定される。 























 ここで、(14)式と(16)式より、雇用率 1l  となる条件は、  
2
1   であることがわかる。また、本稿で
仮定した、 0ut  となる条件についても、(16)式より  
2
1   である。ゆえに、本稿では  
2








t t t t t t t tK S s l L s l L                                                 (17) 
を満たす。また 1t   期の人口 1tL   は、 
 1 1
e u
t t t t t t tL l n L l n L      
である。 
両辺をt 期の人口 tL で割り、一人当たり数値に換算すると、資本ストックは、遷移方程式 
    11 1e u e ut t t t t t t t t tl n l n k s l s l s                                      (18) 
となる。 ts は、一人当たりの平均貯蓄である。t 期の経済全体の一人当たり平均子ども数 tn は、
 1e ut t t t tn l n l n   を満たす。なお、出生率と子ども数との関係であるが、小塩(2001)にならい、個人単位
で家計を考えるので、経済全体の一人当たり平均子ども数 1tn  ならば人口が維持され、 tn が1を上（下）
7 
回ると人口が増加（減少）する。小塩(2001)にならい、経済全体の一人当たり平均子ども数 tn を２倍したもの
を出生率とみなす。(15)式を用いて tn 、 ts から ut を消去すると、 
 1e ut t t t t t tn l n l n l w
m

                                                  
(19) 
 1e ut t t t tls l s l w                                                       (20) 
が求まる。 tn は経済全体の一人当たり平均子ども数（経済全体の子どもの数÷経済全体の若年期の人口）であ
る。これより、資本ストックの遷移方程式が、 
1 1t t t t tn k l w k
m


















 で評価し、 tl の定常点l はk の影響を受けないことを考慮
しつつ両辺をk で割り、左辺を   11X Ak l
m










 、 ' 0Y  、 '' 0Y  （プライム記号は微分、ダブルプライムは
２階微分）より、均衡解が 0k  でただ１点のみ存在することが示される。また、(22)式より 1 0 1t tdk dk  



























命題２ 失業給付代替率 を引き上げると、雇用率lは減少する。すなわち、失業率は増大する。 
証明 
   
     
2 2
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命題３ 失業給付代替率 の引き上げ（引き下げ）は、１人あたりの資本ストックk に影響を及ぼさない。 
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 1 1    
より明らか。□ 

















命題４ 被用者の子ども数 en のほうが、失業者のもつ子ども数 un より大きい。 




















 さらに、失業者の子ども数 un は、被用者の子ども数 en の 1  倍となることもわかる。これは税率 u や
失業給付代替率 の値に依存しないことに注意されたい。 
7.2 被用者の子ども数 




 1e un w
m

    
   1 1u Ak l
m
         
  














   
          
  







     

  































命題５ 失業給付代替率 の引き上げによって被用者の子ども数 en が増加するのは、
   
2




の引き上げによって、被用者の子ども数 en は、必ず減少する。 
証明 
(25)式を で微分すると、 
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なるのは、  1    のときである。 
雇用率 1l  となる条件として、われわれは  
2




立するためには、   
2
1 1       が成立すればよい。そのような が存在する必要条件は、
   
2






  のときには、   
2
1 1       を満たす は
存在せず、  
2
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  であり、かつ   
2
1 1       を が満たせば、雇用率の減少による賃金の上昇が、 の引





  であれば、雇用率の減少による賃金の上昇は、 の引き上げに伴う u の増税による直接
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   
 
は、政府が操作できる失業給付代替率 に依存しないパラメータで
ある。(26)式を、失業給付代替率 で微分することにより、失業給付が失業者の子ども数 un を増加させるかど
うかについてみてみよう。結果、次の命題が導かれる。 
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命題６ 失業給付代替率 の引き上げによって失業者の子ども数 un が増加するのは、
   
2




の引き上げによって、失業者の子ども数 un は、必ず減少する。 
証明 
(26)式を で微分すると、 
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 となる。雇用率 1l  となる条件  
2
1   をわれわれは仮定していたことを考慮すると、最終的
に、   
2
1 1       のとき、 1l  かつ 0
udn
d






  のときには、  
2





 失業給付代替率 の引き上げによって、失業者の子ども数 un が増加するかどうかの条件式は、被用者の子
ども数 en が増加する条件と全く同じである。すなわち、現在の日本の資本分配率（雇用率に関する賃金の弾




    より、 
 1 1
udn dl
Ak l Ak l
d m m d




    
となる。右辺第１項は、 の引き上げが失業者の所得に与える直接効果であり正、同第２項は の引き上げ
が雇用率を下げ、一人当たり生産 1Ak l  を減少させることによって、失業給付を減少させる間接効果であり、
負である。資本分配率（雇用率に関する賃金の弾力性） がある程度大きく、 が   
2
1 1      
14 
を満たしていれば、右辺第２項のマイナス効果が減少し、 の引き上げで失業者の子ども数 un は増加する。
1
2
  の場合は、 の引き上げによって、失業者の子ども数 un は常に減少するのである。 






  、すなわち  1u en n  となる。この関係式は失業給付代替
率  に全く依存しない。対数線形効用関数、コブ＝ダグラス型効用関数、さらに被用者と労働者の育児コス
トが同じで、育児に伴う被用者の労働の減少という機会費用を考慮していないという仮定の下では、命題４に
より、失業者の子ども数 un は被用者のそれ en の定数倍である。ゆえに、このような常識と反する結論が導か
れるのである。 
7.4 経済全体の子ども数 
 3.7.2節と3.7.3節において、失業給付代替率 の引き上げが、被用者の子ども数 en および失業者のそれ un を
増加させるかどうかについて分析し、その結果、 の引き上げによって en と un が増加する条件は全く同じで
あるという、常識に反する結果が得られた。 
 それでは、 の引き上げの、経済全体の子ども数n に対する効果はどうであろうか。このことについてみて
みよう。 
ここで、 
 1e un ln l n lw
m
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  11 Ak l
m
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                                (27) 
とおけることに着目しよう。これを で微分することによって、次の命題が導かれる。 
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  かつ   
2
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金の弾力性が 1  であるため、雇用率の減少による経済全体の、若年期の平均所得wl （手取り賃金
 1 u w と失業給付 p の加重平均）へのマイナス効果が、雇用率減少から引き起こされる賃金増大による
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 補題１より、仮に失業給付代替率 がいくら高くなったとしても、失業者の失業給付（ 1p Ak l   ）





効果を支配し、 の引き上げによって若年期の平均所得wl は減少し、0 1  という普通の仮定の下では、
1
2
  かつ   
2
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In this paper, I conducted an analytical investigation to investigate the effects of the income tax that funds unemployment 
benefits on the unemployment rate and the fertility rate. I took unemployment into consideration in an overlapping 
generations model, introducing a household in which the head of household is employed and one in which the head of 
household is unemployed and receiving unemployment benefits, and analyzed the effects of unemployment benefits on the 
numbers of the children in both households. In doing so, I developed an expression for the conditions of an increase 
(decrease) in the numbers of children due to an increase in the replacement rate of unemployment benefits in both the 
employed household and the unemployed household. I found that regardless of those conditions, an increase in the 
replacement rate of unemployment benefits inevitably decreased the number of the children in the whole economy. This 
paper is the first to show the reason for this decrease in the number of children in the whole economy due to a rise in the 
replacement rate of unemployed benefits and the analytical conditions of an increase (decrease) in the numbers of children in 
employed and unemployed households. Needless to say, unemployment benefits are important, but we also should consider 
the negative effects on the fertility rate to a certain degree. 
JEL Classification: J13, H55, E24 
Keywords: fertility, unemployment benefits, income tax, labor union, overlapping generations model 
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